
 

―自治体の独自取組事例紹介― 

 

●事例の抽出方法 

 

事例については、平成 17 年度に厚生労働省が実施した「都道府県及び市町村行動計画分析調査」

で把握された独自取組、ならびに少子化白書等で取り上げられた近年の独自取組などから参考とな

る事例を抽出した。その内容はかなり幅広いものとなっており、少子化対策等についての議論の場

で取り上げられている課題の解消に参考となるものと考えられる。 

 

●「子どもと家族を応援する日本」重点戦略策定に向け議論された課題及び参考となる取組 
 

◇親の就労と子どもの育成の両立を支える支援 

 

ア．多くの人が出産を境に離職しており、働き方の問題とともに保育サービスが利用できないこ

とも原因になっている。 
イ．育児休業明けの円滑な入所や、短時間勤務制度の利用とそれに対応した保育の提供など「出

産・子育て」と「就労」との間で多様な選択を可能とする切れ目のない支援が提供できていな

い。 
ウ．保育所から放課後児童クラブへの切れ目のない移行ができていない。 
エ．保育所に入所できない待機児童が存在し、特に、大都市圏、１～２歳児では、希望の時期に

入所できないケースも少なくなく、待機期間も長期化している。中でも、年度後半の入所が困

難となっている。 
オ．学齢期の放課後対策について、待機児童やサービス空白地域が存在している。 
カ．放課後児童クラブの利用希望は年々増加し、クラブの大規模化に伴う質の確保が課題になっ

ている。 
キ．「待機児童の解消」という目標設定の方法では、就労希望の増加に対応した必要なサービス

の整備という観点が十分反映されない。 
ク．将来の児童数が減少する見込みの中、行政や事業者が施設整備を伴う保育所の増設に積極的

でないケースが存在する。 
ケ．保育所の提供する保育サービスに加え、弾力的なサービス提供ができる家庭的保育など提供

方法の多様化が必要である。 
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